
第２章　学校給食における食物アレルギー対応

１　学校給食における食物アレルギー対応について

 (1)　対応レベルについて　　

　　　給食での対応レベルは，取組方針に基づき以下のとおりとする。
　　ア　小学校は，原則として，レベル３（除去食対応）対応とする。

　　イ　中学校は，原則として，レベル１（詳細な献立表対応）対応とする。

 (2)　献立作成について　　

　　ア　以下に示す，基本的な考え方を参考に献立を作成する。

　　　①　原因食物を除去しやすい献立とする。

　　　　　鶏卵，乳，小麦については，安価で重要な栄養源であり，学校給食において必要な食物である。除去を必要とする児童がいる場合，原因食物を取り除きやすい調理方法を検討する。

　　　②　新規発症を引き起こしやすい食物の使用に配慮する。

　　　　　種実類，キウイフルーツ等，新規発症を引き起こしやすい食物の使用・提供については十分に配慮する。
　　　　【配慮の例】
　　　　・あえて給食では使用しない

　　　　・できる限り，１回の給食で複数の料理に使用しない

　　　　・献立名に食物の名称を使用する
　　　　・調理の作業動線・工程で，混入防止の工夫を行う
　　　　・教室での配膳時や喫食前の確認機会を増やす

　　　　・食べたことがない場合，事前に家庭で食べてもらうよう依頼する
　　　③　作業動線・工程に配慮した献立とする。

　　　　　調理作業や配膳スペースが限られているため，コンタミネーション※を避けるための作業動線や作業工程の工夫を献立の時点で考慮する。
　　　　※食品を製造する際に機械や器具からアレルギーを起こす物質が意図せずに混入すること
　　イ　「ピーナッツ」，「そば」，「一部の種実類（アーモンド，カシューナッツ，くるみ，けし，ピスタチオ，ブラジルナッツ，ヘーゼルナッツ，ペカンナッツ，マカダミアナッツ，まつ）」は使用しない。
　　ウ　対象児童の除去品目や対象人数等により，原因食物の使用頻度を配慮することで，除去食のある日数を減らす工夫を行う。

　　エ　原因食物を使用する場合は，献立名で主な原因食物がわかるような配慮など，児童・生徒の目線にたった工夫を行う。

　　オ　新規発症を引き起こしやすい食物を給食で提供する場合は，校内の対応委員会で検討する。さらに，教職員で危機意識の共有を図るとともに，発症に備え十分な緊急対応体制を図る。
(3)　給食の除去対応について

　　 完全除去を基本とする。
　　 ただし，鶏卵,果物,トマトの一部加工品及び調味料の取扱い，コンタミネーション対応については，原因食物の加工状態によって摂取可能であることが多いことや重症な食物アレルギーでなければ除去の必要がないことを踏まえ，適切な栄養素の確保・生活の質の維持と併せて，調理上の負担の軽減を図るため，症状等に合わせて以下のように個別対応を行う。
	項目
	内容

	鶏卵の取扱い
※１・２
	鶏卵は加熱によりアレルゲン性が低下することから，適切な栄養素の確保のため，一律に完全除去にするのではなく，生卵，マヨネーズやアイスクリームなど十分には加熱されていない卵加工品，加熱卵の３つに分け，症状に合わせた対応を行う。

	【対応例】
	①加熱卵・ﾏﾖﾈｰｽﾞ等摂取可，生卵のみ摂取不可　⇒　除去不要
②加熱卵摂取可，ﾏﾖﾈｰｽﾞ等･生卵摂取不可　⇒　加熱卵提供･ﾏﾖﾈｰｽﾞ等除去

	果物の取扱い
※３
	口腔アレルギー症候群の場合，加熱・加工品はアレルゲン性が低下し摂取可能であることが多いため，一部の加工品(缶詰・レトルトパウチ・市販のジャム)が摂取可能な場合に限り，一律に完全除去するのではなく症状に合わせた対応を行う。

	トマトの取扱い
※３
	口腔アレルギー症候群の場合，加熱・加工品はアレルゲン性が低下し摂取可能であることが多いため，一部の加工品(缶詰・ピューレ・ペースト・トマトソース)が摂取可能な場合に限り，一律に完全除去するのではなく症状に合わせた対応を行う。

	
	

	※１　鶏卵の主要な原因タンパク質は加熱変性しやすいため，加熱調理することでアレルゲン性が低下する
　　このため，加熱卵は食べられても，半熟卵や生卵は食べられない場合がある。
※２　学校給食は，学校給食衛生管理基準で，原則，中心温度75℃以上（二枚貝等85-90℃）で一定時間の加熱処理が
定められている。(例外あり)
※３　果物，トマトのアレルギーであっても，口腔アレルギー症候群の診断を受けておらず，加熱・加工品でも症状が
出る場合や口腔内だけでなく全身症状が出たことがある場合は，従来どおり一部の加工品も除去して提供する。


	調味料等の取扱い
	下記の調味料は，対応指針・及び調布市医師会との協議を踏まえ，完全除去を原則とする学校給食でも，基本的に使用する。これらについて対応が必要な児童は，当該原因食物に対する重篤なアレルギーがあることを意味するため，医師の指示があった場合に限り，対応を検討する。

	
	原因食物
	個別対応する食品項目
	根拠等

	
	鶏卵
	卵殻カルシウム
	対応指針　Ｐ18

	
	牛乳・乳製品
	乳糖・乳清焼成カルシウム
	対応指針　Ｐ18

	
	小麦
	しょうゆ・酢・みそ
	対応指針　Ｐ18

	
	
	麦茶
	市独自

	
	大豆
	大豆油・しょうゆ・みそ
	対応指針　Ｐ18

	
	ゴマ
	ゴマ油
	対応指針　Ｐ18

	
	魚類
	かつおだし・いりこだし・魚しょう
	対応指針　Ｐ18

	
	肉類
	エキス
	対応指針　Ｐ18

	
	トマト
	ソース，ケチャップ類
	市独自

	
	果物
	調味料（チャツネ，酢，ソースなど）
	市独自

	ｺﾝﾀﾐﾈｰｼｮﾝ対応
	学校給食は，限られた調理スペースと，決められた時間内で，衛生管理に注意しながら大量の調理を行うため，調理工程及び洗浄の際に意図せず原因食物が混入する可能性がある。
また，食品加工工場等の製造過程で，微量混入する可能性も考えられるため，基本的にコンタミネーションには対応しない。
対応が必要な児童は，原因食物に対する重篤なアレルギーがあることを意味するため，医師の指示があった場合に限り，対応を検討する。


 (4)　アレルギー対応の単純化について　　
　　・原因食物の異なる児童が複数いる場合は，ひとつの料理について，該当する原因食物をすべて除去したひとつの対応食とする。

　　・給食室での対応が困難な場合は，対応委員会で対応を検討・決定のうえ，家庭から弁当や代替食の持参を依頼する。


 (5)　統一書式の使用と情報の管理について　　
　　ア　統一書式の使用　　
　　　　食物アレルギーのある児童・生徒の情報把握や献立等の確認のために必要な以下の書類に関しては，全校共通の統一書式を使用する。
　　　・「管理指導表」（様式2-1-1）
　　　・「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）
　　　・「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）

　　　・「対応献立表」（様式2-1-5）

　　　・「対応カード」（様式2-1-6）
　　イ　情報の管理　　
　　　・食物アレルギー対応が必要な児童・生徒の情報は，全教職員が正しく理解し共有する。
　　　・「管理指導表」，「取組プラン」及び「緊急時個別対応カード」を個人別に緊急対応ファイルにまとめ，学級の所定の場所で保管する。
　　　・全員分の情報を総括ファイルにまとめ，校長室，職員室，保健室，事務室で保管し，保管場所を全教職員が把握する。
　　　　また，日常的な管理に当たっては，個人情報保護の観点から，個人名等が児童・生徒や来校者に容易に見えてしまうことのないよう，適切に管理する。
　　　・緊急時には，緊急対応ファイル・総括ファイルにより，適切な対応を行うとともに，医療機関・消防機関の求めに応じて，積極的に情報を提供する。
 (6)　トレイ・食器について　　

　　ア　小学校では，給食で対応が必要な児童へ重点を置き，誰でも分かりやすい対応により学級全体で食物アレルギーに配慮した行動を目指すため，トレイ・食器の色分けにより視覚的にも分かりやすくする。
イ　小学校では，持参する代替品や喫食しない料理に，空の対応食器を用意する。

ウ　中学校では，トレイ及び食器はアレルギーのない生徒と同じものを使用する。
	
	食物アレルギーのない児童
	食物アレルギーのある児童

	トレイ
食器
	グリーントレイ
通常の食器
（緑色のラインの入った食器）
	ブルートレイ
通常の食器
	ピンクトレイ
普通食→通常の食器

対応食※代替品・喫食しない料理を含む
→対応食器（橙色のラインの入った食器）

	対象
	
	原因食物が以下の食材のみと診断された児童
・そば・ピーナッツ※1
・非加熱の魚介類※1
・鶏卵（生）※1・2
・一部の種実類※1・3
	左記の児童を除く，食物アレルギーのある児童


※１ 市統一で，給食では使用・提供しない食材　　　　　　
※２ マヨネーズ等加工品の摂取可の児童に限る。
※３ 一部の種実類とは，「アーモンド，カシューナッツ，くるみ，けし，ピスタチオ，ブラジルナッツ，
ヘーゼルナッツ，ペカンナッツ，マカダミアナッツ，まつ」とする。
(7)　学校における対応委員会の設置・運営について　　

　　　校長を責任者として，下記アを参考に委員を決定し，必要に応じて，他の関係者も加え，日程・実務者・参加者を決定して，校内の児童生徒の食物アレルギーに関する情報を集約し様々な対応を協議，決定する。
　　ア　委員構成例　
　　　　管理職・養護教諭・学級担任・栄養士・給食担当教諭・保健主任・調理員

　　イ　実施事項例

　　　・食物アレルギーのある児童・生徒の把握と対応決定

・対応役割分担表の作成及び周知

　　　・緊急時に適切な対応がとれる体制の整備及び緊急時対応の確認

　　　・校内研修・訓練の企画
　　　・献立の確認

　　　・ヒヤリハット事例の検証

　　　・管理指導表・取組プランの検証（セカンドオピニオン対応医療機関への受診勧奨の要否含む）

　　　・その他必要事項

 (8)　新１年生対応の早期化　　

　　　新１年生への対応について，小学校は就学時健診時から，中学校は入学説明会から，啓発・相談等の対応を開始し，入学までに児童・生徒の状況を把握すると共に，給食開始までに面談を実施する。
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ガイドラインＰ42・43，対応指針Ｐ18・35～37参照





対応指針Ｐ21参照





ガイドラインＰ16・17，


対応指針Ｐ13･16･22～23･28参照





ガイドラインP43，対応指針Ｐ28参照





ガイドラインＰ19・41，


対応指針Ｐ12～14･41参照





ガイドラインＰ40・41，対応指針Ｐ15参照








8
6

